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脱炭素でナフサの価値向上  ガソリンは需要減の傾向に　価格差縮小、逆転現象も

ガソリンとナフサの関係が変わろうとしている。世界で脱炭素の動きが広がり、自動車大手も温暖化ガス

の排出が少ない自動車の販売拡大にかじを切る。中長期的なガソリン需要の減少が予想されるなか、石油化

学製品の基礎原料となるナフサの価値が相対的に高まるシナリオが浮上してきた。

ガソリンは付加価値が高く、石油会社が生産比率を高めることに力点を置いてきた。一方、ナフサは様々な

石化製品の出発原料になるとともに、ガソリン基材に使う。いわば、ガソリンに加工する前の「半製品」で

もある。

両者の関係は価格差にも出ている。過去10年のシンガポール市場のスポット価格ではガソリンがナフサに比

べ1バレル当たり10～20ドル程度高い状態が続いた。だが、新型コロナウイルス禍がその関係を変えた。昨年

4月にはナフサがガソリンより高くなる現象が起き、その後もガソリンの割高幅は10ドルを下回ることが多い。

「ナフサがガソリンより割高になる現象は将来も起こりうる」。石油取引仲介のアメレックス・エナジー・

コム（東京・港）の柳本浩希石化原料部長はこう指摘する。燃料向けと化学向けで中長期の需要見通しが異

なるためだ。

コロナ禍でガソリンやジェット燃料の需要が急減。機関投資家が環境、社会、企業統治を重視する「ESG」の

観点から投資対象を選別するなど、コロナ禍前から化石燃料への風当たりは強くなりつつあった。そこに地

球環境への配慮を重視しながら、経済再生を図ろうとするグリーンリカバリーのうねりが加わる。

中国の習近平（シー・ジンピン）国家主席は2060年までに二酸化炭素（CO2）排出量を実質ゼロにすると表明。

米バイデン政権は地球温暖化対策の国際的な枠組み「パリ協定」に復帰した。世界の自動車大手は電気自動

車（EV）や燃料電池車（FCV）などの販売目標を引き上げた。

化学産業も化石資源を利用しているうえ、海洋プラスチック問題など環境面から対応を求められている。だ

が、燃料ほど需要が減らないという見方がある。

英BPは20年9月に公表した「エネルギー見通し」で3つのシナリオを示した。(1)現状の温暖化対策に基づく見

通し、(2)パリ協定で示した世界の平均気温の上昇を産業革命以前よりセ氏2度未満に抑えるために必要とされ

る「21世紀後半に温暖化ガス排出量を実質ゼロにする」ケース、(3)気温上昇を1.5度未満とするために必要な

「50年前後に排出量を実質ゼロとする」ケースだ。

50年時点の見通しを見ると、(2)のシナリオでは石化原料向け石油需要は18年より2割弱増える。(3)では18年比

25%減。自動車向けが10分の1以下に減るのとは対照的だ。

石化製品を巡っては、使い捨て製品を中心に使用を減らす動きがある一方、金属やガラスからの代替需要が

伸びる。脱炭素や脱プラの動きと裏腹に石化製品の需要が増え続ければ、石油産業におけるナフサとガソリ

ンの立ち位置が逆転する可能性すらある。
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森村グループ4社、燃料電池部品の量産開始

日本特殊陶業など森村グループ4社が共同出資する森村SOFCテクノロジー（愛知県小牧市）は30日、新

型燃料電池「固体酸化物形燃料電池」（SOFC）発電システムの主要部品であるSOFCセルスタックの量産

を始めたと発表した。まずは産業向けに、軽量・小型で出力密度が高く、低コストを実現したという。今

後は家庭用を含む多様な用途に力を入れる。
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